
まえがき
　令和５年12月14日、自由民主党・公明党による「令和６年度税制改正大綱」が取
りまとめられました。これを受け、令和６年度改正に向け関連法案等の作成が進めら
れています。
　30年ぶりの高水準の賃上げ、過去最大の民間投資など、日本経済はデフレ脱却・
構造転換に向け動き始めています。今回の大綱では、デフレに後戻りさせないための
措置の一環として、令和６年の所得税・個人住民税の定額減税の実施が明記されまし
た。また、賃上げ促進税制が強化され、賃上げにチャレンジする企業の裾野を広げる
ことで、物価高に負けない構造的・持続的な賃上げの動きを促進しようとしています。
　なお、子育て世帯は、安全・快適な住宅の確保や、万が一のことがあった際のリス
クへの備えなど様々なニーズを抱えていることから、子育て支援税制として、子育て
世帯等に対する住宅ローン控除の拡充と住宅リフォーム税制の拡充が行われます。
　本冊子では、この大綱の内容を受け、主要な改正のポイントをまとめています。令
和６年度税制改正の理解と、対応策検討のための資料としてご活用ください。
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※�本冊子は、自由民主党・公明党「令和６年度税制改正大綱」をもとに税制改正の概要をまとめ
たものです。今後確定する法令・通達等により変更となる場合もあります。


